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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、Ｍｇ：０.２～２.０％、Ｓｉ：０.３～２.０％、を含み、残部がＡｌおよび
不可避的不純物からなるＡｌ－Ｍｇ－Ｓｉ系アルミニウム合金板であって、３次元アトム
プローブ電界イオン顕微鏡により測定された原子の集合体として、Ｍｇ原子かＳｉ原子か
のいずれか又は両方を合計で１０個以上含むとともに、これらに含まれるＭｇ原子かＳｉ
原子のいずれの原子を基準としても、その基準となる原子と隣り合うＭｇ原子かＳｉ原子
のうちのいずれかの原子との互いの距離が０．７５ｎｍ以下である条件を満たす、原子の
集合体の平均数密度が１.０×１０２４個／ｍ３以上であって、かつ、これらの条件を満
たす原子の集合体のうち、Ｍｇ原子数とＳｉ原子数の比（Ｍｇ／Ｓｉ)が２／３以上であ
る原子の集合体の平均割合が０．６５以上であることを特徴とする焼付け塗装硬化性に優
れたアルミニウム合金板。
【請求項２】
　前記アルミニウム合金板が、更に、Ｍｎ：１.０％以下（但し、０％を含まず）、Ｃｕ
：１．０％以下（但し、０％を含まず）、Ｆｅ：１．０％以下（但し、０％を含まず）、
Ｃｒ：０．３％以下（但し、０％を含まず）、Ｚｒ：０．３％以下（但し、０％を含まず
）、Ｖ：０．３％以下（但し、０％を含まず）、Ｔｉ：０．１％以下（但し、０％を含ま
ず）、Ｚｎ：１．０％以下（但し、０％を含まず）、Ａｇ：０．２％以下（但し、０％を
含まず）の１種または２種以上を含む請求項１に記載の焼付け塗装硬化性に優れたアルミ
ニウム合金板。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はＡｌ－Ｍｇ－Ｓｉ系アルミニウム合金板に関するものである。本発明で言うア
ルミニウム合金板とは、熱間圧延板や冷間圧延板などの圧延板であって、溶体化処理およ
び焼入れ処理などの調質が施された後で、焼付け塗装硬化処理などの人工時効硬化処理前
のアルミニウム合金板を言う。また、以下の記載では、アルミニウムをＡｌとも言う。
【背景技術】
【０００２】
　近年、地球環境などへの配慮から、自動車等の車両の軽量化の社会的要求はますます高
まってきている。かかる要求に答えるべく、自動車パネル、特にフード、ドア、ルーフな
どの大型ボディパネル（アウタパネル、インナパネル）の材料として、鋼板等の鉄鋼材料
にかえて、成形性や焼付け塗装硬化性に優れた、より軽量なアルミニウム合金材の適用が
増加しつつある。
【０００３】
　この内、自動車のフード、フェンダー、ドア、ルーフ、トランクリッドなどのパネル構
造体の、アウタパネル (外板) やインナパネル( 内板) 等のパネルには、薄肉でかつ高強
度アルミニウム合金板として、Ａｌ－Ｍｇ－Ｓｉ系のＡＡ乃至ＪＩＳ ６０００系 (以下
、単に６０００系とも言う) アルミニウム合金板の使用が検討されている。
【０００４】
　この６０００系アルミニウム合金板は、Ｓｉ、Ｍｇを必須として含み、特に過剰Ｓｉ型
の６０００系アルミニウム合金は、これらＳｉ／Ｍｇが質量比で１以上である組成を有し
、優れた時効硬化能を有している。このため、プレス成形や曲げ加工時には低耐力化によ
り成形性を確保するとともに、成形後のパネルの塗装焼付処理などの、人工時効( 硬化) 
処理時の加熱により時効硬化して耐力が向上し、パネルとしての必要な強度を確保できる
焼付け塗装硬化性（以下、ベークハード性＝ＢＨ性、焼付硬化性とも言う) がある。
【０００５】
　また、６０００系アルミニウム合金板は、Ｍｇ量などの合金量が多い他の５０００系ア
ルミニウム合金などに比して、合金元素量が比較的少ない。このため、これら６０００系
アルミニウム合金板のスクラップを、アルミニウム合金溶解材 (溶解原料) として再利用
する際に、元の６０００系アルミニウム合金鋳塊が得やすく、リサイクル性にも優れてい
る。
【０００６】
　一方、自動車のアウタパネルは、周知の通り、アルミニウム合金板に対し、プレス成形
における張出成形時や曲げ成形などの成形加工が複合して行われて製作される。例えば、
フードやドアなどの大型のアウタパネルでは、張出などのプレス成形によって、アウタパ
ネルとしての成形品形状となされ、次いで、このアウタパネル周縁部のフラットヘムなど
のヘム (ヘミング) 加工によって、インナパネルとの接合が行われ、パネル構造体とされ
る。
【０００７】
　ここで、６０００系アルミニウム合金は、優れたＢＨ性を有するという利点がある反面
で、室温時効性を有し、溶体化焼入れ処理後、数ヶ月間の室温保持で時効硬化して強度が
増加することにより、パネルへの成形性、特に曲げ加工性が低下する課題があった。例え
ば、６０００系アルミニウム合金板を自動車パネル用途に用いる場合、アルミメーカーで
溶体化焼入れ処理された後（製造後）、自動車メーカーでパネルに成形加工されるまでに
、通常は１～４ヶ月間程度室温におかれ（室温放置され）、この間で、かなり時効硬化（
室温時効）することとなる。特に、厳しい曲げ加工が入るアウタパネルにおいては、製造
直後は問題無く成形可能であっても、時効硬化（室温時効）後にはヘム加工時に割れが生
じるなどの問題が有った。
【０００８】
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　更に、このような室温時効が大きい場合には、ＢＨ性が低下して、前記した成形後のパ
ネルの塗装焼付処理などの人工時効( 硬化) 処理時の加熱によっても、パネルとしての必
要な強度までに、耐力が向上しなくなるという問題も生じる。
【０００９】
　このため、従来から、６０００系アルミニウム合金のＢＨ性の向上および室温時効の抑
制については、種々の提案がなされている。例えば、特許文献１では、溶体化および焼入
れ処理時に、冷却速度を段階的に変化させることにより、製造後の室温での経過７日後か
ら９０日後の強度変化を抑制する提案がなされている。また、特許文献２では、溶体化お
よび焼入れ処理後、６０分以内に、５０～１５０℃の温度に１０～３００分保持すること
により、ＢＨ性と形状凍結性を得る提案がなされている。また、特許文献３には、溶体化
および焼入れ処理の際に、１段目の冷却温度とその後の冷却速度を規定することで、ＢＨ
性と形状凍結性を得る提案がなされている。
【００１０】
　また、特許文献４では溶体化焼入れ後の熱処理でＢＨ性を向上させることが提案されて
いる。特許文献５ではＤＳＣ（Differential scanning calorimetry、示差走査熱量測定
）法の吸熱ピーク規定によるＢＨ性向上が提案されている。特許文献６では同じくＤＳＣ
の発熱ピーク規定によるＢＨ性向上が提案されている。
【００１１】
　しかし、これら特許文献１～６は、６０００系アルミニウム合金板のＢＨ性や室温時効
性に直接影響するクラスタ（原子の集合体）については、あくまでその挙動を間接的に類
推するものに過ぎなかった。
【００１２】
　これに対して、特許文献７では、６０００系アルミニウム合金板のＢＨ性や室温時効性
に影響するクラスタ（原子の集合体）を直接測定して、規定する試みがなされている。す
なわち、６０００系アルミニウム合金板の組織を１００万倍の透過型電子顕微鏡によって
分析した際に観察されるクラスタ（原子の集合体）の内、円等価直径が１～５ｎｍの範囲
のクラスタの平均数密度を４０００～３００００個／μｍ2 の範囲で規定して、ＢＨ性に
優れ、室温時効を抑制したものとしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】特開２０００－１６０３１０号公報
【特許文献２】特許第３２０７４１３号公報
【特許文献３】特許第２６１４６８６号公報
【特許文献４】特開平４-２１０４５６号公報
【特許文献５】特開平１０-２１９３８２号公報
【特許文献６】特開２００５-１３９５３７号公報
【特許文献７】特開２００９-２４２９０４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　ただし、自動車の燃費向上の要求は以前高く、より一層の軽量化が促進しつつある。こ
れにより、アルミニウム合金板の薄肉化が要求される傾向にあるが、従来のアルミニウム
合金では、ＢＨ性が不十分であった。これは、これら従来技術が、原子の集合体（クラス
タ）について、特性やＤＳＣ測定による間接的な挙動を類推しているか、またはＴＥＭ観
察にて評価した比較的大きな原子の集合体の大きさや数密度を制御するにとどまっている
ことにもよる。すなわち、これら従来技術が、原子の集合体を詳細に評価できていないた
め、原子集合体の緻密な制御が不十分であったことにもよる。
【００１５】
　このような課題に鑑み、本発明の目的は、組織中の原子の集合体をより詳細に評価する
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ことによって、室温時効後の車体塗装焼付け処理であっても、高いＢＨ性と良好な加工性
が発揮できるＡｌ―Ｓｉ―Ｍｇ系アルミニウム合金板を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　この目的を達成するために、本発明の焼付け塗装硬化性に優れたアルミニウム合金板の
要旨は、質量％で、Ｍｇ：０.２～２.０％、Ｓｉ：０.３～２.０％、を含み、残部がＡｌ
および不可避的不純物からなるＡｌ－Ｍｇ－Ｓｉ系アルミニウム合金板であって、３次元
アトムプローブ電界イオン顕微鏡により測定された原子の集合体として、Ｍｇ原子かＳｉ
原子かのいずれか又は両方を合計で１０個以上含むとともに、これらに含まれるＭｇ原子
かＳｉ原子のいずれの原子を基準としても、その基準となる原子と隣り合うＭｇ原子かＳ
ｉ原子のうちのいずれかの原子との互いの距離が０．７５ｎｍ以下である条件を満たす、
原子の集合体の平均数密度が１.０×１０２４個／ｍ３以上であって、かつ、これらの条
件を満たす原子の集合体のうち、Ｍｇ原子数とＳｉ原子数の比（Ｍｇ／Ｓｉ)が２／３以
上である原子の集合体の平均割合が０．６５以上であることとする。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明では、３ＤＡＰにより測定される原子の集合体（クラスタ）のうち、前記原子間
の互いの距離が０．７５ｎｍ以下の微細なクラスタを数多く存在させることを前提とする
。そして、更に、これら微細なクラスタを構成する元素のうち、Ｍｇの原子数が大きなク
ラスタの割合を増して、ＢＨ性を高める。
【００１８】
　本発明者らは、同じクラスタであっても、その組成によってＢＨ性への影響が異なり、
Ｓｉ原子がリッチなクラスタはＢＨ性に悪影響を及ぼす一方、Ｍｇ原子がリッチなクラス
タはＢＨ性を促進することを知見した。このため、本発明では、３ＤＡＰにより測定され
るクラスタのうち、前記原子間の互いの距離が小さなクラスタが多くなるように制御する
とともに、このクラスタのうち、Ｍｇの原子数が大きなクラスタの割合が多くすべく制御
して、ＢＨ性を高める。
【００１９】
　これによって、本発明では、室温時効した場合であっても、より高いＢＨ性が発揮でき
るＡｌ―Ｓｉ―Ｍｇ系アルミニウム合金板を提供できる。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下に、本発明の実施の形態につき、要件ごとに具体的に説明する。
【００２１】
クラスタ(原子の集合体)：
　先ず、本発明でいうクラスタの意味につき説明する。本発明でいうクラスタとは、後述
する３ＤＡＰにより測定される原子の集合体（クラスタ）を言い、以下の記載では主とし
てクラスタと表現する。６０００系アルミニウム合金においては、溶体化および焼入れ処
理後に、室温保持、あるいは５０～１５０℃の熱処理中に、Ｍｇ、Ｓｉがクラスタと呼ば
れる原子の集合体を形成することが知られている。但し、これら室温保持と５０～１５０
℃の熱処理中とで生成するクラスタは、全くその挙動（性質）が異なる。
【００２２】
　室温保持で形成されるクラスタは、その後の人工時効又は焼付塗装処理において強度を
上昇させるＧＰゾーン或いはβ’相の析出を抑制する。一方、５０～１５０℃で形成され
るクラスタ（或いはＭｇ／Ｓｉクラスタ）は、逆に、ＧＰゾーン或いはβ’相の析出を促
進することが示されている（例えば、山田ら：軽金属ｖｏｌ．５１、第２１５頁に記載）
。
【００２３】
　ちなみに、前記特許文献７では、その段落００２１～００２５にかけて、これらのクラ
スタが、従来では、比熱測定や３ＤＡＰ（３次元アトムプローブ）等によって解析されて
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いると記載されている。そして、同時に、３ＤＡＰによるクラスタの解析では、観察され
ることによって、クラスタ自体の存在は裏付けられても、本発明で規定する前記クラスタ
のサイズや数密度までは不明或いは限定的にしか測定できなかったと記載されている。
【００２４】
　確かに、６０００系アルミニウム合金において、前記クラスタを３ＤＡＰ（３次元アト
ムプローブ）によって解析する試みは従来からされている。しかし、前記特許文献７の記
載する通り、クラスタ自体の存在は裏付けられても、そのクラスタのサイズや数密度まで
は不明であった。これは、３ＤＡＰにより測定される原子の集合体（クラスタ）のうちの
、どのクラスタとＢＨ性とが大きく相関するのか不明であり、ＢＨ性に大きく関わる原子
の集合体がどれであるのか不明であったことによる。
【００２５】
　これに対して、本発明者らは、先に本発明者らが出願した特願２０１１-５６９６０号
において、ＢＨ性に大きく関わるクラスタを明確化した。すなわち、３ＤＡＰにより測定
されるクラスタのうち、前記規定の通り、Ｍｇ原子かＳｉ原子かを合計で特定以上含み、
これらに含まれる隣り合う原子同士の互いの距離が特定以下であるような特定のクラスタ
と、ＢＨ性とが大きく相関することを知見した。そして、これらの条件を満たす原子の集
合体の数密度を増すことによって、室温時効後に車体塗装焼付け処理された場合でも、高
いＢＨ性が発揮できることを知見した。
【００２６】
　具体的には、前記特願２０１１-５６９６０号において、質量％で、Ｍｇ：０.２～２.
０％、Ｓｉ：０.３～２.０％、を含み、残部がＡｌおよび不可避的不純物からなるＡｌ－
Ｍｇ－Ｓｉ系アルミニウム合金板であって、３次元アトムプローブ電界イオン顕微鏡によ
り測定された原子の集合体として、その原子の集合体が、Ｍｇ原子かＳｉ原子かのいずれ
か又は両方を合計で３０個以上含み、これらに含まれるＭｇ原子かＳｉ原子のいずれの原
子を基準としても、その基準となる原子と隣り合う他の原子のうちのいずれかの原子との
互いの距離が０．７５ｎｍ以下であり、これらの条件を満たす原子の集合体を１.０×１
０5個／μｍ3以上の平均数密度で含む、焼付け塗装硬化性に優れたアルミニウム合金板と
して出願した。
【００２７】
　この特願２０１１-５６９６０号によれば、Ｍｇ原子かＳｉ原子かのいずれか又は両方
を合計で３０個以上含み、互いに隣り合う原子同士の距離が０．７５ｎｍ以下であるクラ
スタの存在が、ＢＨ性を向上させる。そして、これらクラスタを一定量以上存在させるこ
とで、室温時効したＡｌ―Ｓｉ―Ｍｇ系アルミニウム合金板を、１５０℃×２０分の低温
、短時間化された車体塗装焼付け処理の場合であっても、より高いＢＨ性を発揮させるこ
とができるとしている。
【００２８】
　これに対して、本発明者らは、３ＤＡＰにより測定されるクラスタのうち、前記クラス
タを多く存在させることは、確かにＢＨ性を向上させるものの、それだけではまだ向上効
果が十分ではないことを知見した。言い換えると、前記クラスタを多く存在させることは
、ＢＨ性向上の前提条件（必要条件）ではあるものの、必ずしも十分条件ではないことを
知見した。
【００２９】
　このため、本発明者らは、特願２０１１－１９９７６９号（平成２３年９月１３日出願
）を出願した。すなわち、前記特定の条件を満たす原子の集合体を６.０×１０２３個／
ｍ3以上の平均数密度で含むことを前提に、これらの条件を満たす原子の集合体のうち、
最大となる円相当径の半径が１.５ｎｍ未満のサイズの原子の集合体の平均数密度を１０
．０×１０２３個／ｍ3以下に規制する一方、この最大となる円相当径の半径が１.５ｎｍ
未満のサイズの原子の集合体の平均数密度aと、最大となる円相当径の半径が１.５ｎｍ以
上のサイズの原子の集合体の平均数密度bとの比a／bが３.５以下となるように、前記最大
となる円相当径の半径が１.５ｎｍ以上のサイズの原子の集合体を含むこととした。
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【００３０】
　この出願は、Ｍｇ原子かＳｉ原子かのいずれか又は両方を含むクラスタには当然ながら
、そのサイズ（大きさ）の違い（分布）があり、クラスタの大きさによるＢＨ性への作用
の大きな違いがあるという考え方に基づく。比較的小さなサイズのクラスタはＢＨ性を阻
害する一方で、比較的大きなサイズのクラスタはＢＨ性を促進するという、クラスタの大
きさによるＢＨ性への作用の正反対の違いがある。これに基づけば、前記特定のクラスタ
のうち、比較的小さなサイズのクラスタを少なくし、比較的大きなサイズのクラスタを多
くすれば、よりＢＨ性が向上できることとなる。比較的小さなサイズのクラスタは、ＢＨ
処理時（人工時効硬化処理時）には消滅するものの、却って、このＢＨ時に、強度向上に
効果の高い大きなクラスタの析出を阻害してＢＨ性を低くしていると推考される。一方で
、比較的大きなサイズのクラスタは、ＢＨ処理時に成長して、ＢＨ処理時の析出物の析出
を促進して、ＢＨ性を高くすると推考される。
【００３１】
　ただ、その後の研究によって、この比較的大きなサイズのクラスタであっても、大きす
ぎるクラスタは、ＢＨ処理時に成長すると、サイズが大きくなりすぎてしまい、逆にＢＨ
性を低下させるとともに、ＢＨ処理前の強度が高くなりすぎてしまい、加工性が劣化する
ことも見出した。つまり、加工性を劣化させずにＢＨ性を高くするためには、最適なサイ
ズのクラスタが存在する。前記特定の原子の集合体のサイズの分布状態は重要だが、これ
ら前記特定の原子の集合体の平均サイズである円相当径の平均半径と、この円相当径の半
径の標準偏差とがＢＨ性に大きく影響することも知見した。この内容を、本発明者らは、
更に特願２０１２－０５１８２１号（平成２４年３月８日出願）として出願した。この特
願２０１２－０５１８２１号では、クラスタの円相当径の平均半径が１.２ｎｍ以上、１.
５ｎｍ以下であるとともに、この円相当径の半径の標準偏差を０．３５ｎｍ以下として、
最適なサイズのクラスタのみを生成させている。
【００３２】
　ただ、その後の更なる研究により、前記した通り、同じクラスタであっても、その組成
によってＢＨ性への影響が異なり、Ｓｉ原子がリッチなクラスタはＢＨ性に悪影響を及ぼ
す一方、Ｍｇ原子がリッチなクラスタはＢＨ性を促進することを知見した。これが、本発
明の考え方であり、このため、本発明では、３ＤＡＰにより測定されるクラスタのうち、
前記原子間の互いの距離が小さなクラスタが多くなるように制御するとともに、このクラ
スタのうち、Ｍｇの原子数が大きなクラスタの割合が多くすべく制御して、ＢＨ性を高め
る。
【００３３】
（本発明のクラスタ規定）
　以下に、本発明のクラスタの規定につき具体的に説明する。
　本発明がクラスタを規定するアルミニウム合金板は、前記した通り、圧延後に溶体化お
よび焼入れ処理、再加熱処理などの一連の調質が施された後の板であって、焼付け塗装硬
化処理などの人工時効硬化処理される前のアルミニウム合金板を言う。ただ、前記自動車
パネルなどとしてプレス成形されるには、板の製造後０.５～４ヶ月間程度の比較的長期
に亙って室温放置されることが多い。このため、この長期に亘って室温放置された後の板
の組織状態であっても、本発明で規定する組織とすることが好ましい。この点、長期の室
温経時後の特性を問題とする場合には、１００日程度の室温経時後では特性が変化せず、
組織も変化していないことが予想されるため、十分に室温経時が進行した、前記一連の調
質が施された後、１００日以上が経過した後の板の組織と特性を、調査および評価するこ
とがより好ましい。
【００３４】
（本発明のクラスタの定義）
　このようなアルミニウム合金板の任意の板厚中央部における組織を、３次元アトムプロ
ーブ電界イオン顕微鏡により測定する。この測定された組織に存在するクラスタとして、
本発明では、先ず、そのクラスタが、Ｍｇ原子かＳｉ原子かのいずれか又は両方を合計で
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１０個以上含むものとする。なお、この原子の集合体に含まれるＭｇ原子やＳｉ原子の個
数は多いほどよく、その上限は特に規定しないが、製造限界からすると、このクラスタに
含まれるＭｇ原子やＳｉ原子の個数の上限は概ね１００００個程度である。
【００３５】
　前記特願２０１１-５６９６０号では、そのクラスタが、Ｍｇ原子かＳｉ原子かのいず
れか又は両方を合計で３０個以上含むものとしている。しかし、本発明は、前記した通り
、比較的小さなサイズのクラスタはＢＨ性を阻害するので、これを規制して少なくする。
このため、この規制すべき比較的小さなサイズのクラスタを、測定可能な範囲で制御する
ために、Ｍｇ原子かＳｉ原子かのいずれか又は両方を合計で１０個以上含むものと規定す
る。
【００３６】
　本発明では、前記特願２０１１-５６９６０号と同様に、さらに、これらクラスタに含
まれるＭｇ原子かＳｉ原子のいずれの原子を基準としても、その基準となる原子と隣り合
う他の原子のうちのいずれかの原子との互いの距離が０．７５ｎｍ以下であるものを、本
発明で規定する（本発明の規定を満たす）原子の集合体（クラスタ）とする。この互いの
距離０．７５ｎｍは、ＭｇやＳｉの互いの原子間の距離が近接し、室温時効後のＢＨ性向
上効果がある大きなサイズのクラスタの数密度を保障し、逆に、小さなサイズのクラスタ
を規制し、数密度を少なく制御するために定めた数値である。本発明者らは、これまでに
車体塗装焼付け処理で高いＢＨ性を発揮できるアルミ合金板と原子レベルの集合体の関係
を詳細に検討した結果、上記定義で規定される原子集合体の数密度が大きいことが、高い
ＢＨ性を発揮する組織形態であることを実験的に見出した。従って、原子間の距離０．７
５ｎｍの技術的意味合いは十分に明らかになっていないが、高いＢＨ性を発揮する原子集
合体の数密度を厳密に保証するために必要であり、そのために定めた数値である。
【００３７】
　本発明で規定するクラスタは、Ｍｇ原子とＳｉ原子とを両方含む場合が最も多いものの
、Ｍｇ原子を含むがＳｉ原子を含まない場合や、Ｓｉ原子を含むがＭｇ原子を含まない場
合を含む。また、Ｍｇ原子やＳｉ原子だけで構成されるとは限らず、これらに加えて、非
常に高い確率でＡｌ原子を含む。
【００３８】
　更に、アルミニウム合金板の成分組成によっては、合金元素や不純物として含む、Ｆｅ
、Ｍｎ、Ｃｕ、Ｃｒ、Ｚｒ、Ｖ、Ｔｉ、ＺｎあるいはＡｇなどの原子がクラスタ中に含ま
れ、これらその他の原子が３ＤＡＰ分析によりカウントされる場合が必然的に生じる。し
かし、これらその他の原子（合金元素や不純物由来）がクラスタに含まれるとしても、Ｍ
ｇ原子やＳｉ原子の総数に比べると少ないレベルである。それゆえ、このような、その他
の原子をクラスタ中に含む場合でも、前記規定（条件）を満たすものは、本発明のクラス
タとして、Ｍｇ原子やＳｉ原子のみからなるクラスタと同様に機能する。したがって、本
発明で規定するクラスタは、前記した規定さえ満足すれば、他にどんな原子を含んでも良
い。
【００３９】
　また、本発明の「これらに含まれるＭｇ原子かＳｉ原子のいずれの原子を基準としても
、その基準となる原子と隣り合う他の原子のうちのいずれかの原子との互いの距離が０．
７５ｍｍ以下である」とは、クラスタに存在する全てのＭｇ原子やＳｉ原子が、その周囲
に互いの距離が０．７５ｎｍ以下であるＭｇ原子やＳｉ原子を少なくとも１つ有している
という意味である。
【００４０】
　本発明のクラスタにおける、原子同士の距離の規定は、これらに含まれるＭｇ原子かＳ
ｉ原子のいずれの原子を基準としても、その基準となる原子と隣り合う他の原子のうちの
全ての原子の距離が各々全て０．７５ｎｍ以下にならなくてもよく、反対に、各々全て０
．７５ｎｍ以下になっていてもよい。言い換えると、距離が０．７５ｎｍを超える他のＭ
ｇ原子やＳｉ原子が隣り合っていても良く、特定の（基準となる）Ｍｇ原子かＳｉ原子の
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周りに、この規定距離（間隔）を満たす、他のＭｇ原子かＳｉ原子が最低１個あればいい
。
【００４１】
　そして、この規定距離を満たす隣り合う他のＭｇ原子かＳｉ原子が１個ある場合には、
距離の条件を満たす、カウントすべきＭｇ原子かＳｉ原子の数は、特定の（基準となる）
Ｍｇ原子かＳｉ原子を含めて２個となる。また、この規定距離を満たす隣り合う他のＭｇ
原子かＳｉ原子が２個ある場合には、距離の条件を満たす、カウントすべきＭｇ原子かＳ
ｉ原子の数は、特定の（基準となる）Ｍｇ原子かＳｉ原子を含めて３個となる。
【００４２】
　以上説明したクラスタは、前記し、また詳しくは後述する、圧延後の調質における、溶
体化および高温での焼入れ停止後の温度保持処理によって生成させるクラスタである。す
なわち、本発明でのクラスタは、溶体化および高温での焼入れ停止後の温度保持処理によ
って生成させる原子の集合体であって、Ｍｇ原子かＳｉ原子かのいずれか又は両方を合計
で１０個以上含み、これらに含まれるＭｇ原子かＳｉ原子のいずれの原子を基準としても
、その基準となる原子と隣り合う他の原子のうちのいずれかの原子との互いの距離が０．
７５ｎｍ以下のクラスタである。
【００４３】
　これまで、人工時効又は焼付塗装処理において強度を上昇させるＧＰゾーン或いはβ’
相の析出を促進するクラスタは、前述したようにＭｇ／Ｓｉクラスタであり、このクラス
タは溶体化および焼入処理後に５０～１５０℃の熱処理で形成される。これに対して、人
工時効処理又は焼付塗装処理においてＧＰゾーン或いはβ’相の析出を抑制するクラスタ
は、Ｓｉリッチクラスタであり、このクラスタは溶体化焼入後に室温保持（室温時効）で
形成されることが報告されている（例えば、里：軽金属ｖｏｌ．５６、第５９５頁に記載
）。
【００４４】
　しかし、一般的なアルミニウム合金の製造工程では、板の製造後、自動車メーカーでパ
ネルに成形加工されるまでに、前記した通り、通常は１～４ヶ月間程度室温におかれ（室
温放置され）るため、必然的に板の製造時に生成するＭｇ-Ｓｉクラスタと、室温時効で
生成するＳｉリッチクラスタが共存する組織となり、BH性を促進するＭｇ-Ｓｉクラスタ
のみを生成させることは難しい。
【００４５】
　そこで、発明者らはBH性を向上させるためには、ＢＨ性に悪影響を及ぼすＳｉリッチク
ラスタと、BH性を促進するＭｇ-Ｓｉクラスタの割合を制御することが重要と考え、クラ
スタの数密度とその成分を詳細に評価を行い、BH性を向上させるためのクラスタタ形態を
明らかにした。
【００４６】
（クラスタの密度の規定）
　以上説明した定義されるクラスタ乃至前提条件を満たすクラスタを、本発明では１.０
×１０２４個／ｍ３以上の平均数密度で含むものとする。このクラスタの平均数密度が１
.０×１０２４個／ｍ３よりも少なすぎると、室温経時中に新たに小さすぎるクラスタが
生成してしまい、ＢＨ性の低下および加工性の劣化を引き起こしてしまう。一方、クラス
タの平均数密度の上限は特に規定しないが、その製造限界からすると、２５.０×１０２

３個／ｍ3程度（２.５×１０２４個／ｍ3程度）である。
【００４７】
　本発明で定義されるクラスタの平均数密度が少なければ、このクラスタ自体の形成量が
不十分となり、前記室温時効で形成されるクラスタに、添加した（含有する）ＭｇやＳｉ
の多くが消費されていることを意味する。このため、ＧＰゾーン或いはβ’相の析出を促
進し、ＢＨ性を向上する効果が例え有ったとしても、室温放置（室温時効）後では、ＢＨ
性の向上は０．２％耐力で従来の３０～４０ＭＰa程度にとどまる。したがって、このよ
うな条件下で、より高い所望のＢＨ性を得ることができなくなる。
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【００４８】
（本発明クラスタの組成規定）
　本発明で定義されるクラスタ乃至前提条件を満たすクラスタであっても、その組成によ
ってＢＨ性への影響が前記した通り異なる。Ｓｉ原子がリッチなクラスタは、ＢＨ性に悪
影響を及ぼすが、これはＳｉリッチなクラスタは、焼付け塗装時に生成し、ＢＨ性を向上
させるβ’’あるいはβ’などの強化相とＭｇ/Ｓｉ組成の違いが比較的大きいため、焼
付け塗装時に強化相の生成を促進することが無く、むしろ強化相の生成を抑制する。
【００４９】
　一方、Ｍｇ原子がリッチなクラスタは、ＢＨ性を向上させるが、これはＭｇリッチなク
ラスタは、焼付け塗装時に生成し、ＢＨ性を向上させるβ’’あるいはβ’などの強化相
とＭｇ/Ｓｉ組成が比較的近いため、焼付け塗装時に強化相の生成を促進する。
【００５０】
　本発明では、このようなクラスタの組成の関係に基づき、このクラスタのうちＭｇの原
子数が大きなクラスタの割合が多くすべく制御して、ＢＨ性を高める。このため、本発明
では、Ｍｇ原子かＳｉ原子かのいずれか又は両方を合計で１０個以上含むとともに、これ
らに含まれるＭｇ原子かＳｉ原子のいずれの原子を基準としても、その基準となる原子と
隣り合う他の原子のうちのいずれかの原子との互いの距離が０．７５ｎｍ以下である条件
を満たす、原子の集合体のうち、Ｍｇ／Ｓｉ比が２／３以上であるＭｇ原子がリッチな原
子集合体の割合を０．６５以上と規定する。Ｍｇ／Ｓｉ比が２／３以上の原子集合体の割
合が０．６５未満であると、Ｓｉ原子がリッチなクラスタが多くなり、前記した機構によ
って、ＢＨ性が小さくなりやすい。
【００５１】
　ここで、Ｍｇ／Ｓｉ比が２／３以上の原子集合体の割合の上限は特に定めないが、０．
９０程度が製造上の限界である。
【００５２】
（３ＤＡＰの測定原理と測定方法）
　３ＤＡＰ（３次元アトムプローブ）は、電界イオン顕微鏡（ＦＩＭ）に、飛行時間型質
量分析器を取り付けたものである。このような構成により、電界イオン顕微鏡で金属表面
の個々の原子を観察し、飛行時間質量分析により、これらの原子を同定することのできる
局所分析装置である。また、３ＤＡＰは、試料から放出される原子の種類と位置とを同時
に分析可能であるため、原子の集合体の構造解析上、非常に有効な手段となる。このため
、公知技術として、前記した通り、磁気記録膜や電子デバイスあるいは鋼材の組織分析な
どに使用されている。また、最近では、前記した通り、アルミニウム合金板の組織のクラ
スタの判別などにも使用されている。
【００５３】
　この３ＤＡＰでは、電界蒸発とよばれる高電界下における試料原子そのもののイオン化
現象を利用する。試料原子が電界蒸発するために必要な高電圧を試料に印加すると、試料
表面から原子がイオン化されこれがプローブホールを通りぬけて検出器に到達する。
【００５４】
　この検出器は、位置敏感型検出器であり、個々のイオンの質量分析（原子種である元素
の同定）とともに、個々のイオンの検出器に至るまでの飛行時間を測定することによって
、その検出された位置（原子構造位置）を同時に決定できるようにしたものである。した
がって、３ＤＡＰは、試料先端の原子の位置及び原子種を同時に測定できるため、試料先
端の原子構造を、３次元的に再構成、観察できる特長を有する。また、電界蒸発は、試料
の先端面から順次起こっていくため、試料先端からの原子の深さ方向分布を原子レベルの
分解能で調べることができる。
【００５５】
　この３ＤＡＰは高電界を利用するため、分析する試料は、金属等の導電性が高いことが
必要で、しかも、試料の形状は、一般的には、先端径が１００ｎｍφ前後あるいはそれ以
下の極細の針状にする必要がある。このため、測定対象となるアルミニウム合金板の板厚
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中央部などから試料を採取して、この試料を精密切削装置で切削および電解研磨して、分
析用の極細の針状先端部を有する試料を作製する。測定方法としては、例えば、Imago Sc
ientific Instruments 社製の「ＬＥＡＰ３０００」を用いて、この先端を針状に成形し
たアルミニウム合金板試料に、１ｋＶオーダーの高パルス電圧を印加し、試料先端から数
百万個の原子を継続的にイオン化して行う。イオンは、位置敏感型検出器によって検出し
、パルス電圧を印加されて、試料先端から個々のイオンが飛び出してから、検出器に到達
するまでの飛行時間から、イオンの質量分析（原子種である元素の同定）を行う。
【００５６】
　更に、電界蒸発が、試料の先端面から順次規則的に起こっていく性質を利用して、イオ
ンの到達場所を示す、２次元マップに適宜深さ方向の座標を与え、解析ソフトウエア「Ｉ
ＶＡＳ」を用いて、３次元マッピング（３次元での原子構造：アトムマップの構築）を行
う。これによって、試料先端の３次元アトムマップが得られる。
【００５７】
　この３次元アトムマップを、更に、析出物やクラスタに属する原子を定義する方法であ
るMaximum Separation Methodを用いて、原子の集合体（クラスタ）の解析を行う。この
解析に際しては、Ｍｇ原子かＳｉ原子かのいずれか又は両方の数（合計で１０個以上）と
、互いに隣り合うＭｇ原子かＳｉ原子か同士の距離（間隔）、そして、前記特定の狭い間
隔（０．７５ｎｍ以下）を有するＭｇ原子かＳｉ原子かの数をパラメータとして与える。
【００５８】
　そして、Ｍｇ原子かＳｉ原子かのいずれか又は両方を合計で１０個以上含み、これらに
含まれるＭｇ原子かＳｉ原子のいずれの原子を基準としても、その基準となる原子と隣り
合う他の原子のうちのいずれかの原子との互いの距離が０．７５ｎｍ以下であり、これら
の条件を満たすクラスタを、本発明の原子の集合体と定義する。その上で、この定義に当
てはまる原子の集合体の分散状態を評価して、原子の集合体の数密度を、測定試料数が３
個以上で平均化して、１ｍ3当たりの平均密度（個／ｍ3）として計測し、定量化する。
【００５９】
（３ＤＡＰによる原子の検出効率）
　これら３ＤＡＰによる原子の検出効率は、現在のところ、イオン化した原子のうちの５
０％程度が限界であり、残りの原子は検出できない。この３ＤＡＰによる原子の検出効率
が、将来的に向上するなど、大きく変動すると、本発明が規定する各サイズのクラスタの
平均個数密度（個／μｍ3 ）の３ＤＡＰによる測定結果が変動してくる可能性がある。し
たがって、この測定に再現性を持たせるためには、３ＤＡＰによる原子の検出効率は約５
０％と略一定にすることが好ましい。
【００６０】
(化学成分組成)
　次に、６０００系アルミニウム合金板の化学成分組成について、以下に説明する。本発
明が対象とする６０００系アルミニウム合金板は、前記した自動車の外板用の板などとし
て、優れた成形性やＢＨ性、強度、溶接性、耐食性などの諸特性が要求される。
【００６１】
　このような要求を満足するために、アルミニウム合金板の組成は、質量％で、Ｍｇ：０
．２～２．０％、Ｓｉ：０．３～２.０％を含み、残部がＡｌおよび不可避的不純物から
なるものとする。なお、各元素の含有量の％表示は全て質量％の意味である。
【００６２】
　本発明が対象とする６０００系アルミニウム合金板は、ＢＨ性がより優れた、ＳｉとＭ
ｇとの質量比Ｓｉ/ Ｍｇが1 以上であるような過剰Ｓｉ型の６０００系アルミニウム合金
板とされるのが好ましい。６０００系アルミニウム合金板は、プレス成形や曲げ加工時に
は低耐力化により成形性を確保するとともに、成形後のパネルの塗装焼付処理などの、人
工時効処理時の加熱により時効硬化して耐力が向上し、必要な強度を確保できる優れた時
効硬化能（ＢＨ性）を有している。この中でも、過剰Ｓｉ型の６０００系アルミニウム合
金板は、質量比Ｓｉ/ Ｍｇが１未満の６０００系アルミニウム合金板に比して、このＢＨ
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性がより優れている。
【００６３】
　本発明では、これらＭｇ、Ｓｉ以外のその他の元素は基本的には不純物あるいは含まれ
ても良い元素であり、AA乃至JIS 規格などに沿った各元素レベルの含有量 (許容量) とす
る。
【００６４】
　すなわち、資源リサイクルの観点から、本発明でも、合金の溶解原料として、高純度Ａ
ｌ地金だけではなく、Ｍｇ、Ｓｉ以外のその他の元素を添加元素（合金元素）として多く
含む６０００系合金やその他のアルミニウム合金スクラップ材、低純度Ａｌ地金などを多
量に使用した場合には、下記のような他の元素が必然的に実質量混入される。そして、こ
れらの元素を敢えて低減する精錬自体がコストアップとなり、ある程度含有する許容が必
要となる。また、実質量含有しても、本発明目的や効果を阻害しない含有範囲がある。
【００６５】
　したがって、本発明では、このような下記元素を各々以下に規定するAA乃至JIS 規格な
どに沿った上限量以下の範囲での含有を許容（規制）する。具体的には、Ｍｎ：１.０％
以下（但し、０％を含まず）好ましくは０．８％以下、Ｃｕ：１．０％以下（但し、０％
を含まず）好ましくは０．８％以下、Ｆｅ：１．０％以下（但し、０％を含まず）好まし
くは０．５％以下、Ｃｒ：０．３％以下（但し、０％を含まず）好ましくは０．１％以下
、Ｚｒ：０．３％以下（但し、０％を含まず）好ましくは０．１％以下、Ｖ：０．３％以
下（但し、０％を含まず）好ましくは０．１％以下、Ｔｉ：０．０５％以下（但し、０％
を含まず）好ましくは０．０３％以下、Ｚｎ：１．０％以下（但し、０％を含まず）好ま
しくは０．５％以下、Ａｇ：０．２％以下（但し、０％を含まず）好ましくは０．１％以
下の１種または２種以上を、この範囲で、上記した基本組成に加えて、更に含んでも良い
。上記６０００系アルミニウム合金における、各元素の含有範囲と意義、あるいは許容量
について以下に説明する。
【００６６】
Ｓｉ：０．３～２.０％
　ＳｉはＭｇとともに、本発明で規定する前記クラスタ形成の重要元素である。また、固
溶強化と、塗装焼き付け処理などの人工時効処理時に、強度向上に寄与する時効析出物を
形成して、時効硬化能を発揮し、自動車のアウタパネルとして必要な強度（耐力）を得る
ための必須の元素である。更に、本発明６０００系アルミニウム合金板にあって、プレス
成形性に影響する全伸びなどの諸特性を兼備させるための最重要元素である。
【００６７】
　また、パネルへの成形後の塗装焼き付け処理での優れた時効硬化能を発揮させるために
は、Ｓｉ/ Ｍｇを質量比で１．０以上とし、一般に言われる過剰Ｓｉ型よりも更にＳｉを
Ｍｇに対し過剰に含有させた６０００系アルミニウム合金組成とすることが好ましい。
【００６８】
　Ｓｉ含有量が少なすぎると、Ｓｉの絶対量が不足するため、本発明で規定する前記クラ
スタを規定する数密度だけ形成させることができず、塗装焼付け硬化性が著しく低下する
。更には、各用途に要求される全伸びなどの諸特性を兼備することができない。一方、Ｓ
ｉ含有量が多すぎると、粗大な晶出物および析出物が形成されて、曲げ加工性や全伸び等
が著しく低下する。更に、溶接性も著しく阻害される。したがって、Ｓｉは０．３～２.
０％の範囲、好ましくは０．５％～１．５％の範囲、より好ましくは０．６％～１．２％
の範囲とする。
【００６９】
Ｍｇ：０．２～２．０％
　Ｍｇも、Ｓｉとともに本発明で規定する前記クラスタ形成の重要元素である。また、固
溶強化と、塗装焼き付け処理などの前記人工時効処理時に、Ｓｉとともに強度向上に寄与
する時効析出物を形成して、時効硬化能を発揮し、パネルとしての必要耐力を得るための
必須の元素である。
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【００７０】
　Ｍｇ含有量が少なすぎると、Ｍｇの絶対量が不足するため、本発明で規定する前記クラ
スタを規定する数密度だけ形成させることができず、塗装焼付け硬化性が著しく低下する
。このためパネルとして必要な耐力が得られない。一方、Ｍｇ含有量が多すぎると、粗大
な晶出物および析出物が形成されて、曲げ加工性や全伸び等が著しく低下する。したがっ
て、Ｍｇの含有量は０．２～２．０％の範囲、好ましくは０．３％～１．０％の範囲、よ
り好ましくは０．３％～０．７％の範囲とする。また、Ｓｉ/ Ｍｇが質量比で１．０以上
となるような量とすることが好ましい。
【００７１】
（製造方法）
　次ぎに、本発明アルミニウム合金板の製造方法について以下に説明する。本発明アルミ
ニウム合金板は、製造工程自体は常法あるいは公知の方法であり、上記６０００系成分組
成のアルミニウム合金鋳塊を鋳造後に均質化熱処理し、熱間圧延、冷間圧延が施されて所
定の板厚とされ、更に溶体化焼入れなどの調質処理が施されて製造される。
【００７２】
　但し、これらの製造工程中で、ＢＨ性を向上させるために本発明のクラスタを制御する
ためには、後述する通り、溶体化および焼入れ処理および適正な焼入れ（冷却）停止温度
と、その温度範囲での保持をより適正に制御する必要がある。また、他の工程においても
、本発明の規定範囲内に前記クラスタを制御するための好ましい条件もある。
【００７３】
(溶解、鋳造冷却速度)
　先ず、溶解、鋳造工程では、上記６０００系成分組成範囲内に溶解調整されたアルミニ
ウム合金溶湯を、連続鋳造法、半連続鋳造法（ＤＣ鋳造法）等の通常の溶解鋳造法を適宜
選択して鋳造する。ここで、本発明の規定範囲内にクラスタを制御するために、鋳造時の
平均冷却速度について、液相線温度から固相線温度までを３０℃／分以上と、できるだけ
大きく（速く）することが好ましい。
【００７４】
　このような、鋳造時の高温領域での温度（冷却速度）制御を行わない場合、この高温領
域での冷却速度は必然的に遅くなる。このように高温領域での平均冷却速度が遅くなった
場合、この高温領域での温度範囲で粗大に生成する晶出物の量が多くなって、鋳塊の板幅
方向，厚さ方向での晶出物のサイズや量のばらつきも大きくなる。この結果、本発明の範
囲に前記規定クラスタを制御することができなくなる可能性が高くなる。
【００７５】
(均質化熱処理)
　次いで、前記鋳造されたアルミニウム合金鋳塊に、熱間圧延に先立って、均質化熱処理
を施す。この均質化熱処理（均熱処理）は、組織の均質化、すなわち、鋳塊組織中の結晶
粒内の偏析をなくすことを目的とする。この目的を達成する条件であれば、特に限定され
るものではなく、通常の1回または1段の処理でも良い。
【００７６】
　均質化熱処理温度は、５００℃以上で融点未満、均質化時間は４時間以上の範囲から適
宜選択される。この均質化温度が低いと結晶粒内の偏析を十分に無くすことができず、こ
れが破壊の起点として作用するために、伸びフランジ性や曲げ加工性が低下する。この後
、直ちに熱間圧延を開始又は、適当な温度まで冷却保持した後に熱間圧延を開始しても、
本発明で規定するクラスタの数密度に制御することはできる。
【００７７】
　この均質化熱処理を行った後、３００℃～５００℃の間を２０～１００℃／ｈの平均冷
却速度で室温まで冷却し、次いで２０～１００℃／ｈの平均加熱速度で３５０℃～４５０
℃まで再加熱し、この温度域で熱間圧延を開始することもできる。
【００７８】
　この均質化熱処理後の平均冷却速度および、その後の再加熱速度の条件を外れると、粗
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大なＭｇ－Ｓｉ化合物が形成される可能性が高くなる。
【００７９】
(熱間圧延)
　熱間圧延は、圧延する板厚に応じて、鋳塊 (スラブ) の粗圧延工程と、仕上げ圧延工程
とから構成される。これら粗圧延工程や仕上げ圧延工程では、リバース式あるいはタンデ
ム式などの圧延機が適宜用いられる。
【００８０】
　この際、熱延（粗圧延）開始温度が固相線温度を超える条件では、バーニングが起こる
ため熱延自体が困難となる。また、熱延開始温度が３５０℃未満では熱延時の荷重が高く
なりすぎ、熱延自体が困難となる。したがって、熱延開始温度は３５０℃～固相線温度、
更に好ましくは４００℃～固相線温度の範囲とする。
【００８１】
(熱延板の焼鈍)
　この熱延板の冷間圧延前の焼鈍 (荒鈍) は必ずしも必要ではないが、結晶粒の微細化や
集合組織の適正化によって、成形性などの特性を更に向上させる為に実施しても良い。
【００８２】
(冷間圧延)
　冷間圧延では、上記熱延板を圧延して、所望の最終板厚の冷延板 (コイルも含む) に製
作する。但し、結晶粒をより微細化させるためには、冷間圧延率は６０％以上であること
が望ましく、また前記荒鈍と同様の目的で、冷間圧延パス間で中間焼鈍を行っても良い。
【００８３】
(溶体化および焼入れ処理)
　冷間圧延後、溶体化焼入れ処理を行う。溶体化処理焼入れ処理については、通常の連続
熱処理ラインによる加熱，冷却でよく、特に限定はされない。ただ、各元素の十分な固溶
量を得ること、および前記した通り、結晶粒はより微細であることが望ましいことから、
５２０℃以上、溶融温度以下の溶体化処理温度に、加熱速度５℃／秒以上で加熱して、０
～１０秒保持する条件で行うことが望ましい。
【００８４】
　また、成形性やヘム加工性を低下させる粗大な粒界化合物形成を抑制する観点から、溶
体化温度から焼入れ停止温度までの平均冷却速度が３℃/s以上とすることが望ましい。溶
体化の冷却速度が小さいと、冷却中に粗大なＭｇ２Ｓｉおよび単体Ｓｉが生成してしまい
、成形性が劣化してしまう。また溶体化後の固溶量が低下し、ＢＨ性が低下してしまう。
この冷却速度を確保するために、焼入れ処理は、ファンなどの空冷、ミスト、スプレー、
浸漬等の水冷手段や条件を各々選択して用いる。
【００８５】
（歪み量０．１～５％の加工）
　ここで、ＢＨ性をより高めるためには、溶体化および焼入れ処理終了後から、後述する
再加熱処理を行うまでに、歪量で０．１～５％の加工を板に施すことが望ましい。手段と
しては、レベラー矯正、スキンパス圧延等により、適宜選択される。溶体化および焼入れ
処理終了後から再加熱処理を行うまでに歪量で０．１～５％の加工を板に施すことで、前
記規定条件を満たす原子の集合体のうち、Ｓｉ原子がリッチなクラスタよりも、Ｍｇ原子
がリッチなクラスタが生成しやすくなって、Ｍｇ／Ｓｉ比が２／３以上の原子集合体の割
合を０．６５以上としやすくなる。一方、この歪量が５％を超えて大きいとヘム加工性が
悪くなりやすい。このメカニズムは未だ不明な点が多いが、以下の通り推測される。すな
わち、溶体化処理後に歪量で０．１～５％の加工を板に施すことで、溶体化処理後の板の
凍結空孔が減少し、その結果、室温での拡散が抑制される。このため、室温で生成するＳ
ｉリッチなクラスタが生成されにくくなり、Ｍｇ／Ｓｉ比が２／３以上の原子集合体の割
合を０．６５以上としやすくなるものである。
【００８６】
（室温保持）
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　また、ＢＨ性をより高くするために、溶体化および焼入れ処理終了後から、前記歪量で
０．１～５％の加工工程を含めた、再加熱処理を開始するまでの室温保持時間を、６０分
以内とすることが望ましい。この室温保持時間を短くすることで、Ｍｇ／Ｓｉ比が２／３
以上の原子集合体の割合が０．６５以上となりやすくなる。この室温保持時間は短いほど
良く、溶体化および焼入れ処理と再加熱処理とが、時間差が殆ど無いように連続していて
も良く、下限の時間は特に設定しない。
【００８７】
 (再加熱処理)
　再加熱処理の到達温度は８０～１６０℃の温度範囲かつ、保持時間は３～２４ｈｒの範
囲であることが望ましい。再加熱の到達温度が８０℃以下または３ｈｒ未満であると、Ｂ
Ｈ性を促進するＭｇ－Ｓｉクラスタが十分に生成されず、その結果Ｍｇ／Ｓｉ比が２／３
以上のクラスタの割合が０．６５未満となりやすい。一方、再加熱の到達温度が１6０℃
を超えるまたは保持時間が２４ｈｒを超える条件では、クラスタとは異なるβ’’やβ’
などの金属間化合物相が一部形成するため、クラスタの数密度が未満となりやすく、ＢＨ
性が低くなりすぎてしまう。またβ’’やβ’が原因で、成形性が悪くなりやすい。
【００８８】
　前記再加熱処理後の室温までの冷却は、放冷でも、生産の効率化のために前記焼入れ時
の冷却手段を用いて強制急冷しても良い。すなわち、本発明で規定するサイズが均等ある
いは類似のクラスタを前記温度保持処理によって出尽くさせているため、従来の再加熱処
理のような強制急冷や、数段にわたる複雑な平均冷却速度の制御は不要である。
【００８９】
　以下、実施例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明はもとより下記実施例
によって制限を受けるものではなく、前・後記の趣旨に適合し得る範囲で適当に変更を加
えて実施することも可能であり、それらは何れも本発明の技術的範囲に含まれる。
【実施例】
【００９０】
　次に本発明の実施例を説明する。本発明で規定する組成やクラスタ条件が異なる６００
０系アルミニウム合金板を、溶体化および焼入れ処理終了後から再加熱処理開始までの時
間と、溶体化および焼入れ処理終了後から再加熱処理を開始するまでにスキンパス圧延の
加工率によって作り分けた。そして、これらの各例の室温に１００日間保持後のＢＨ性（
塗装焼付け硬化性）を各々評価した。合わせて曲げ加工性としてのヘム加工性も評価した
。
【００９１】
　各例の６０００系アルミニウム合金板の組成を示す表１中の各元素の含有量の表示にお
いて、各元素における数値をブランクとしている表示は、その含有量が検出限界以下であ
ることを示す。
【００９２】
　アルミニウム合金板の具体的な製造条件は以下の通りとした。表１に示す各組成のアル
ミニウム合金鋳塊を、ＤＣ鋳造法により共通して溶製した。この際、各例とも共通して、
鋳造時の平均冷却速度について、液相線温度から固相線温度までを５０℃／分とした。続
いて、鋳塊を、各例とも共通して、５４０℃×４時間均熱処理した後、熱間粗圧延を開始
した。そして、各例とも共通して、続く仕上げ圧延にて、厚さ３．５ｍｍまで熱延し、熱
間圧延板とした。熱間圧延後のアルミニウム合金板を、各例とも共通して、５００℃×１
分の荒焼鈍を施した後、冷延パス途中の中間焼鈍無しで加工率７０％の冷間圧延を行い、
各例とも共通して、厚さ１．０ｍｍの冷延板とした。
【００９３】
　更に、この各冷延板を、各例とも共通して、５５０℃の硝石炉にて溶体化処理を行い、
目標温度に到達後１０秒保持し、水冷にて焼入れ処理した。この焼入れ処理が終了後、直
ちに圧延機にて、表２に示す０～５％のひずみ量のスキンパス圧延を加え、表２に記載の
時間だけ、再加熱処理の開始まで室温で保持した。その後大気焼鈍炉を用いて、表２に示
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す温度、保持条件にて再加熱処理を行い、所定時間保持した後に水冷を行った。
【００９４】
　これら調質処理後１００日間室温放置した後の各最終製品板から供試板 (ブランク) を
切り出し、各供試板の特性を測定、評価した。また３ＤＡＰを用いた組織観察は調質処理
後１００日後の試料についてのみ実施した。これらの結果を表３に示す。
【００９５】
（クラスタ）
　先ず、前記供試板の板厚中央部における組織を前記３ＤＡＰ法により分析し、本発明で
規定するクラスタの、平均数密度（×１０２３個／ｍ３）、Ｍｇ原子数とＳｉ原子数の比
（Ｍｇ／Ｓｉ)が２／３以上である原子集合体の平均割合を各々前記した方法で各々求め
た。これらの結果を表３に示す。
【００９６】
　なお、表３では、前記本発明規定のクラスタ条件のうち、Ｍｇ原子かＳｉ原子かのいず
れか又は両方を合計で１０個以上含みを、単に「Ｍｇ、Ｓｉ原子１０個以上」と簡略化し
て記載している。また、これらに含まれるＭｇ原子かＳｉ原子のいずれの原子を基準とし
ても、その基準となる原子と隣り合う他の原子のうちのいずれかの原子との互いの距離が
０．７５ｎｍ以下を、単に「距離０．７５ｎｍ以下」と簡略化して記載している。
【００９７】
（塗装焼付硬化性）
　前記調質処理後、１００日間室温放置した後の各供試板の機械的特性として、０.２％
耐力（Ａｓ耐力）を引張試験により求めた。また、これらの各供試板を各々共通して、１
００日間の室温時効させた後に、１８５℃×２０分の人工時効硬化処理した後（ＢＨ後）
の、供試板の０.２％耐力（ＢＨ後耐力）を引張試験により求めた。そして、これら０.２
％耐力同士の差（耐力の増加量）から各供試板のＢＨ性を評価した。
【００９８】
　前記引張試験は、前記各供試板から、各々ＪＩＳＺ２２０１の５号試験片（２５ｍｍ×
５０mmＧＬ×板厚）を採取し、室温にて引張り試験を行った。このときの試験片の引張り
方向を圧延方向の直角方向とした。引張り速度は、０．２％耐力までは５ｍｍ／分、耐力
以降は２０ｍｍ／分とした。機械的特性測定のＮ数は５とし、各々平均値で算出した。な
お、前記ＢＨ後の耐力測定用の試験片には、この試験片に、板のプレス成形を模擬した２
％の予歪をこの引張試験機により与えた後に、前記ＢＨ処理を行った。
【００９９】
（ヘム加工性）
　ヘム加工性は、前記調質処理後１００日間放置後の各供試板について行った。試験は、
３０ｍｍ幅の短冊状試験片を用い、ダウンフランジによる内曲げＲ１．０ｍｍの９０°曲
げ加工後、１．０ｍｍ厚のインナを挟み、折り曲げ部を更に内側に、順に約１３０度に折
り曲げるプリヘム加工、１８０度折り曲げて端部をインナに密着させるフラットヘム加工
を行った。
【０１００】
　このフラットヘムの曲げ部（縁曲部）の、肌荒れ、微小な割れ、大きな割れの発生など
の表面状態を目視観察し、以下の基準にて目視評価した。
０；割れ、肌荒れ無し、１；軽度の肌荒れ、２；深い肌荒れ、３；微小表面割れ、４；線
状に連続した表面割れ、５；破断
【０１０１】
　表１の合金番号０～９、　表２の番号０、１、７、１３、１９～２４に各々示す通り、
各発明例は、本発明成分組成範囲内で、かつ好ましい条件範囲で製造、調質処理を行なっ
ている。このため、これら各発明例は、表２に示す通り、本発明で規定するクラスタ条件
を満たしている。すなわち、本発明で既定する条件を満たす原子の集合体の平均数密度が
１.０×１０２４個／ｍ３以上であって、かつ、これらの条件を満たす原子の集合体のう
ち、Ｍｇ原子数とＳｉ原子数の比（Ｍｇ／Ｓｉ)が２／３以上である原子集合体の平均割
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温時効後であっても、ＢＨ性に優れている。また、前記調質処理後の室温時効後であって
も、ヘム加工性に優れている。
【０１０２】
　表２の比較例２、８、１４は、表１の発明合金例１、２、３を用いている。しかし、こ
れら各比較例は、表２に示す通り、溶体化および焼入れ処理終了後から再加熱処理開始ま
でにかかった時間が長すぎる。この結果、表３に示す通り、本発明で規定するクラスタの
平均数密度（×１０２３個／ｍ３）は規定を満たすものの、Ｍｇ原子数とＳｉ原子数の比
（Ｍｇ／Ｓｉ)が２／３以上である原子集合体の平均割合が少なすぎ、同じ合金組成であ
る発明例１、２、３に各々比較して、室温経時が大きく、ＢＨ性が劣っている。
【０１０３】
　表２の比較例３、９、１５は、表１の発明合金例１、２、３を用いている。しかし、こ
れら各比較例は、表２に示す通り、溶体化焼入れ処理後のスキンパス圧延以外は好ましい
製造条件で製造されている。このため、本発明で規定するクラスタの平均数密度（×１０
２３個／ｍ３）は規定を満たす。しかし、スキンパス圧延（加工）していないため、表３
に示す通り、これらの条件を満たす原子の集合体のうち、Ｍｇ原子数とＳｉ原子数の比（
Ｍｇ／Ｓｉ)が２／３以上である原子集合体の平均割合が少なすぎ、同じ合金組成である
発明例１、２、３に各々比較して、室温経時が大きく、ＢＨ性が劣っている。
【０１０４】
　表２の比較例４～６、１０～１２、１６～１８は、表１の発明合金例１、２、３を用い
ている。しかし、これら各比較例は、表２に示す通り、再加熱処理条件が好ましい範囲を
外れている。その結果、原子集合体の平均数密度か、Ｍｇ原子数とＳｉ原子数の比（Ｍｇ
／Ｓｉ)が２／３以上である原子集合体の平均割合が少なすぎ、同じ合金組成である発明
例１、２、３に比して、ＢＨ性やヘム加工性が劣っている。
【０１０５】
　また、表２の比較例２５～３２は、前記調質処理を含めて好ましい範囲で製造している
ものの、表１の合金番号１０～１７を用いており、必須元素のＭｇあるいはＳｉの含有量
が各々本発明範囲を外れているか、あるいは不純物元素量が多すぎる。このため、これら
比較例は、表３に示す通り、各発明例に比して、ＢＨ性やヘム加工性が各々劣っている。
【０１０６】
比較例２５は表1の合金１０であり、Ｓｉが少なすぎる。
比較例２６は表1の合金１１であり、Ｓｉが多すぎる。
比較例２７は表1の合金１２であり、Ｆｅが多すぎる。
比較例２８は表1の合金１３であり、Ｍｎが多すぎる。
比較例２９は表1の合金１４であり、Ｃｒが多すぎる。
比較例３０は表1の合金１５であり、Ｃｕが多すぎる。
比較例３１は表1の合金１６であり、ＴiとＺｎが多すぎる。
比較例３２は表1の合金１７であり、ＺｒとＶが多すぎる。
【０１０７】
　以上の実施例の結果から、室温時効後のＢＨ性向上に対して、前記本発明で規定するク
ラスタの各条件を全て満たす必要性があることが裏付けられる。また、このようなクラス
タ条件やＢＨ性などを得るための、本発明における成分組成の各要件あるいは好ましい製
造条件の臨界的な意義乃至効果も裏付けられる。
【０１０８】
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【表１】

【０１０９】
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【表２】

【０１１０】
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【表３】

【産業上の利用可能性】
【０１１１】
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　本発明によれば、室温時効後のＢＨ性や成形性をも兼備する６０００系アルミニウム合
金板を提供できる。この結果、自動車、船舶あるいは車両などの輸送機、家電製品、建築
、構造物の部材や部品用として、また、特に、自動車などの輸送機の部材に６０００系ア
ルミニウム合金板の適用を拡大できる。
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